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１．重要な会計方針

（１）運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係

が明確である活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。

（２）減価償却の会計処理方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ２～５０年

機械及び装置 ２～１７年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）を耐

用年数とした定額法を採用しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

（３）賞与引当金及び見積額の計上基準

賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上し

ておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当期末の引当外

賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

（４）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給

付に係る引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自己都

合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

（５）行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

① 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

国有財産貸付料の算定方法や近隣の賃貸料を参考に計算しております。

② 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用

平成31年4月5日付け事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の

取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）

および平成28年4月1日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導

入を受けた平成27事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費

用算定の取扱いについて（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公

会計室）に基づき、0%で計算しております。

（６）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
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２．注 記 事 項

（貸借対照表関係）

（１）翌期の運営費交付金により充当されるべき引当外賞与見積額は 64,280,286円でありま

す。

（２）運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の当期末見積額は 684,138,401円であ

ります。

（損益計算書関係）

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△ 255,681円であり、当該影響額を除

いた当期総利益は 19,003,759円であります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 2,909,980,068円

(固定資産の減損関係）

当期に減損を認識した固定資産は以下のとおりであります。

（１）コンプレッサー置き場

①固定資産の概要

・用途 研究用

・種類 構築物

・場所 茨城県つくば市立原１番地

・減損前の帳簿価額 122,025円

②減損の認識に至った経緯

平成13年4月1日（独立行政法人設立時）に現物出資を受けて取得しましたが、老朽化が

著しく、今後の当該資産の使用が想定されていないことから減損を認識するものでありま

す。

③減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの

内訳

減損損失 122,024円を認識しており、内訳は以下のとおりであります。

・損益計算書に計上した減損額：0円

・損益外減損損失累計額：122,024円

④算定方法等の概要

減損額は、使用価値相当額により算定しており、使用価値相当額は「0円」（ただし、今

後解体撤去されるまでは、備忘価額で管理）として算定しております。
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（２）建築基礎地盤再現施設（増設）

①固定資産の概要

・用途 研究用

・種類 機械装置

・場所 茨城県つくば市立原１番地

・減損前の帳簿価額 37,910,250円

②減損の認識に至った経緯

平成21年10月2日に施設整備費補助金を受けて取得した実物大実験用の振動実験装置で

すが、多発する地震による被害メカニズムの解明や対策を立案するため、深層地盤を再現

可能で、鉛直動を考慮でき、実験を多数こなせる装置が検証に不可欠となりました。

平成30年度補正予算（施設整備費）において、上記の要素を備える新しい遠心力振動実

験装置の整備の決定を受け、本装置の今後の使用可能性が著しく低下したことから、減損

を認識するものであります。

③減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの

内訳

減損損失 37,910,249円を認識しており、内訳は以下のとおりであります。

・損益計算書に計上した減損額：0円

・損益外減損損失累計額：37,910,249円

④算定方法等の概要

減損額は、使用価値相当額により算定しており、使用価値相当額は「0円」（ただし、今

後解体撤去されるまでは、備忘価額で管理）として算定しております。

(金融商品関係）

（１）金融商品の状況に関する事項

資金運用は短期的な預金に限定しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表
時 価 差 額

計上額
現金及び預金 2,909,980,068 2,909,980,068

研究業務未収金 67,720,049 67,720,049

未収金 1,239,865 1,239,865

研究業務未払金 ( 65,615,454) ( 65,615,454)

未払金 (585,341,534) (585,341,534)

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で記載しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

現金及び預金、研究業務未収金、未収金、研究業務未払金及び未払金は短期

間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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(賃貸等不動産関係）

重要な賃貸等不動産がないため、記載を省略しております。

(資産除去債務関係）

当法人は、一部の実験棟について解体時におけるアスベスト撤去費用に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する建物の解体の予定はなく、また移転の予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該資産に見合う資産除去債務は計上し

ておりません。

３．重要な債務負担行為

該当事項はありません。

４．重要な後発事象

該当事項はありません。
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